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I．はじめに

中国は，現在，経済的に大きく発展しつつある。これは1978年より始まっ

た改革解放政策により，社会主義市場経済となってきたためである。一般的

に，経済発展の速度とインフラストラクチャ（以降インフラと略す）の整備

状況には，正の相関関係があると言われ，特に情報通信インフラは，現代の

市場経済を支えるために，必須のインフラとなっている。例えば，製品に関

する問い合わせには電話が使われ，受発注や設計図のやりとりにＦＡＸが多

用されている。特に時差のある海外との取り引きでは，相手がいなくても連

絡のつくＦＡＸは大変便利なものである。また，デジタル回線を銀行との間

に引くことにより，商品の売買において自動決済が可能となり，外国為替や

通関処理を伴う外国貿易では特にその威力を発揮する。

現在の中国の急速な経済発展に伴い，通信インフラも急速に整備されてき

ている｡改革解放政策が始まる1978年までは,清朝時代の設備をそのまま使っ
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ており，市内回線が400万回線,長距離回線が２万回線,普及率で見ると0.3％

という状態であった。これが，1994年には市内回線が4,200万回線，長距離回

線が60万回線，普及率2.7％（都市部では9.0％）と急速に敷設されてきた。

2000年には，都市部の普及率を30～40％と現在のヨーロッパや日本と同じレ

ベルとなることを目指して，インフラ整備を行っている。

こうした急速なインフラの整備には莫大な資金が必要であり，さらに１億

回線を越す交換機を開発するには，先進諸国の技術を持ってしても不可能な

ことが多く，技術開発の余地も残されている。現在の中国は，日本を含む外

国のＯＤＡやＯＯＦ，ＰＦを利用し，外国の情報通信企業に依存してインフ

ラを整備を行っている。

日本の情報通信企業は，田中内閣の日中友好条約締結以来，ＮＴＴの積極

的な支援により，1991年末までには40％の市場占有率を持っていた。しかし，

1992年にアルカテルを初めとした欧米企業の本格的な進出によって，日本企

業の市場占有率は20％近くまで減少してきている。

インフラ産業は，単に製品を導入させるだけでなく，メンテナンスの技術

者の養成，メンテナンス部品の円滑な供給，市場に合ったサービスの開発な

ど統合的な事業支援がなくては成功できない。日本企業は交換機，光ファイ

バーなどのハードウェアの輸出を中心に行ってきたが，欧米企業は部品供給

からサービス提供まで中国国内で行うという統合的な戦略で進めている。こ

うした統合的な戦略の結果が，日本企業の市場占有率の低下をもたらしてお

り，日本企業の戦略の再考を必要としている。

本稿では，現在の中国の情報通信インフラの状況，外国の情報通信企業の

進出状況についてまとめ，日本の,情報通信企業の進出の課題について述べる。

Ⅱ．中国の情報通信インフラ状況

表１は，中国の通信回線量と普及率の変遷を示したものである。1978年に

中国は改革解放政策を開始した。それまでは清朝時代に敷設した設備を利用

し，新たな設備投資は無く，人手による電話交換を行い，配線は裸線を使っ

ていた。敷設も上海，北京などの非常に限られた地域にしか行われず，こう
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表１通信回線量，普及率の変遷

1978年 400万回線 ２万回線370万台

した地域でしか利用できなかった。

改革解放に伴い，情報通信インフラについても積極的な設備投資を行い始

め，1970年代，1980年代は，主に日本で中古となったクロスバー交換機とい

う機械式の交換機を導入し，平衡対ケーブルを使った配線を行っていた。敷

設地区も北京，上海だけでなく，沿岸地区に拡がり，幹線伝送路は同軸ケー

ブルの他，アナログのマイクロ波伝送装置も利用された。しかし，広大な中

国の国士に，同軸ケーブルやマイクロ波伝送装置を張り巡らせるのは容易な

ことではなく，また回線数もこうしたアナログ機器では＋分確保することは

難しかった。

日本や欧米では，1980年代後半よりデジタル方式の通信装置が開発され，

徐々に導入されてくると，機械式の交換機の保守メンテナンスより，デジタ

ル方式のメンテナンスの方がかなり容易であることが分かってきた。中国へ

の導入では，1990年代から日本のＯＤＡや円借款で導入される通信設備に，

ＮＴＴが払い下げてきたクロスバー交換機ではなく，敷設当初より最新式の

デジタル交換機を利用するようになってきた。また，光ファイバーの安定的

な生産が可能になり，１本の線で数十～数百回線を確保でき，回線当りの敷

設費用を大幅に削減できるようになったため，基幹伝送路に光ファイバーを

利用するようになってきた。また，地形が複雑で敷設工事の難しいところに

ついては，従来のアナログ方式のマイクロ波の代わりにデジタル方式のマイ

クロ波伝送装置を用いるようになった。

こうして，1994年度末には市内回線として4,200万回線,長距離回線として

市内回線 長距離回線
端末機

(電話機など）
普及率

1978年 400万回線 ２万回線 370万台 0.3％

1994年

(現在）
4,200万回線 60万回線

2.7％

都市部9.0％

2000年

(目標）
11,400万回線 240万回線

8.0％

都市部３０～40％
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60万回線の設備を保有するようになった｡1994年の日本の市内回線数は5,764

万回線，英国が2,560万回線，ドイツが3,542万回線，フランスが2,991万回線

であることから見て，中国の通信設備はヨーロッパ諸国よりはるかに大きく，

日本の規模にせまるものであることが分かる。しかし，広大な国士に莫大な

人口を抱えるため，普及率にすると2.7％しかなく，都市部でも9.0％足らずで

ある。日本や欧米諸国が40～50％以上であることから比べると大変低いこと

が分かる。

１．中国の情報通信組織

こうした中国の情報通信インフラは，日本の郵政省に相当する郵電部が所

轄している。図１は，この情報通信インフラの管理・運営を行う組織を示し

たものである。情報通信に関する事業は，インフラ事業のため，国営企業で

なければできない。しかし，政策と現業は徐々に分離しつつあり，郵電部は

郵政事業に関する政策の企画，立案と全国規模に渡る長距離通信網の敷設，

整備のみを行っている｡市内や省内の通信網については地方郵電管理局が行っ

ており，実際の事業主体はこの地方郵電管理局が行っている。市や県にある

郵電局は，日本のＮＴＴの電話局とほぼ同じものである。

○政策の企画，立案

○一級幹線の整備

（全国規模の長距離通信）

○二級幹線の整備

（省内長距離及び市内電話）

中

省
直 郵電管理局

○地方国営業務（公営事業）

（農村電話）

県

図１電気通信の管理・運営形態

郵電部は，電気通信分野における行政機関であるとともに，郵便・電気通

信関連企業を運営する機関でもあり，行政機能（日本の郵政省)，経営機能（日

本のＮＴＴ，ＫＤＤなど）の双方を有し，さらに各種の通信設備を提供する

４
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メーカーを27社直轄している。郵電部には119万人の職員がいるが，電気通

信事業に59万人が従事しており，1.3万人が研究開発に，他は郵便事業に従事
している。

郵電部の主な業務は，全国通信網に関する拡充計画，技術システム・技術

基準の設定，サービスに関する問題の解決，統一的な指令の発出，国内及び

国際分野の研究の実施，郵電事業関連の企業の製品・サービスに関する全体
的なコントロール，国内及び国際郵電サービスに関する全体的なコントロー

ル，国内及び国際郵電サービスの運営，研究の項目決定等である。

郵電部は1993年９月，近年の目覚ましい経済発展と電気通信に対する急激

な需要増加に対応するため,「自由化された電気通信業務の経営の審査許可管
理に関する暫定方法」（1993年11月施行）を発出した。これは，電気通信設備

の整備等を適切かつ効率的に実施し，利用者の多様な電気通信サービスに対

する需要に対処すること等を目的として，２つの大きな制度改革をもたらし

た。第１点は，「政企分離」の方針のもと，郵電部の組織を行政部門と運営部

門（事業部門）に分離したこと，第２点は，従来，郵電部の独占であった電
気通信サービスの一部の自由化を実施したことである。

これにより，地方郵電管理局の役割は，事業部門へシフトしつつあり，他

の省より良い通信サービスを目指して，新機種の設備を積極的に導入する他，
通信協会という学会組織を作り，電力，放送，交通などの企業の技術者を交
えて情報の交流を計っている。

また，同方法により，無線呼び出し（ポケットベル)，800ＭHz帯のＭＣＡ，
450ＭHz帯の携帯電話，国内のＶＳＡＴ通信などが許可制になった。さらに，
電話，コンピュータによる情報提供サービス，メールボックス，電子データ

交換，画像伝送などが届出制となり，従来から比べると大幅に自由化された。

この情報通信事業の仕事量を金額で表わした郵電業務総量（総売上高と見

てもよい）は，表２にあげるように，毎年1.2～1.6倍の成長を続けており，
1993年末には463億元（１元は約12円であり，約5,500億円）に達している。

５
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表２郵電業務総量

前年比

２．情報通信インフラ状況

情報通信インフラの原理は，図２に示すような構成で実現される。この原

理はアナログでも同様で，日本や欧米諸国では伝送装置，交換装置，端末機

のいずれの機器も急速にデジタル化を進めている。しかし，今までにアナロ

グ機器で整備したインフラ設備がかなりあるため，日本でも端末機を除いて

全てをデジタル化するまでには，あと５年程度はかかると言われている。

自〔ﾖー

台＆
一円『曇ｴ田佗

壜

。:Ⅱ

ポケットペル
ー蝋末樫一一交換装匝一一一一伝送装殴一一一交換装置一一蝋宋機一

図２情報通信インフラの原理

一方，中国では，情報通信インフラの整備が著しく遅れていたため，アナ

ログ設備の入れ換えではなく，新規にデジタル設備を導入している。このた

め，ＳＰＣ交換機，光ファイバーケーブル，ディジタルマイクロ波，データ

通信及びパケット交換といった先進的な技術が利用されている。伝送設備で

は,960及び600チャンネルのマイクロ波,300チャンネル平衡対ケーブル及び

細径同軸ケーブル伝送システムや1,800チャンネル標準同軸ケーブル伝送シス

６

年 郵電業務総量（億元） 前年比

９
０
１
２
３

８
９
９
９
９

９
９
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テムが使われている。

ここでは，情報通信インフラ設備の状況と計画について，交換機，市内電

話，データ通信，移動体通信，衛星通信，伝送路に分けて述べる。

２．１交換機

交換機については，交換能力が問題となるため，交換機の設置台数より交

換機の持つ端子数が重要であり，それは電話機の普及状況あるいは普及可能
な規模を示すものとなる。

交換機の端子数は電話，ＦＡＸなどの端末機の接続可能数と等しく，実際

の接続数は電話機総数である。１加入者で複数の電話機を取り付けることも

あるが，電話機数と加入者数は，オーダーでほぼ等しい。交換機の端子数と

端末数はあまり差が無い方が，コストを押えられ経営上良い。しかし，ぎり

ぎりだと電話接続の申し込みをしても，空きがないため，なかなか接続して

貰えないことになり，機会損失となる。普及率が40％を越している日本や欧

米では，空き端子数を５％程度に押えるのが適当だが，中国のように成長率

が50％を越える状態だとかなり大きくしておいても問題ない。

電話端末機から交換機を通して，伝送路を通らずに他の電話端末機に接続

される通話が，市内電話であり，市外局番（エリアコード）を必要としない。

電話の加入者はまず，この権利を買い，必要に応じて長距離通話や国際通話

の権利を買う。長距離通話や国際通話では，交換機から伝送路を通じて相手

先の交換機へ繋げ，そこから相手の電話端末機へ繋ぐ。日本では長距離通

話の権利を買う必要はないが，中国では市内通話のみのユーザがまだかなり

存在するため，別の権利となっている。

表３に示すように電話機総数が毎年２～３割も増加しており，加入者数も

伸びている。特に1993年は，市内電話加入者の増加がこれまでのうち最も大

きく，前年比486.8万の新規加入（52.9％増）があり，年末までに1,470.4万

加入に達した。これは，毎月平均40.6万の増加にあたり，日本や欧米では全

く考えられない伸び率である。また，著しい伸びを見せている地域は，広東

省(197.8万加入)，江蘇省(103.1万加入)，上海市(93.5万ｶﾛ入)，遼寧省(85.3
万加入)，漸江省（78.3万加入）である。.

７
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表３電話交換機総端子数および電話機総数

さらに，電話の企業利用と一般家庭での利用を比べてみると，一般家庭の

加入者が特に増えている。９３年末には，住宅電話加入者数（一般家庭の加入

者)は800.4万加入であり,市内電話利用者の56.9％を占めている(92年は45.1％)。

全国では，１２の省において，住宅電話の比率が50％を超えている。そのなか

でも，広東省，上海市，福建省，吉林省，黒龍江省，江蘇省は６割を超えて

いる。

市内電話利用者のなかで,長距離直接通話権を持つ利用者は1,100.3万加入

と，９２年に比べ592.9万加入増加しており，市内電話加入者の79.0％となって

いるさらに，その内，国際通話登録加入者は，472.2万に達している。

また，電話加入時のコストは，地域によって異なるが，表４に示すように，

大体5,500元（日本円で約66,000円）程度かかる。日本のコストと比べると安

いように感じるが，1991年の１人当たりＧＮＰは，上海では6,675元，北京で

は5,781元であることを考えると,電話加入コストは決して安くないことが分

かる。

表４中国の電話料金

12.2元/分

８

年
電話交換機総端子数

(万端子）
前年比

電話機総数

(万台）
前年比

1990

1991

1992

1993

３
８
１
４

●
●
●
●

６
８
９
７

２
７
８
６

６
８
２
２

９
，
，
９

１
１
２
３

｜Ⅲ
２
３
２
４
■
●

１
１

５
０
８
９

●
●
●
●

３
９
８
２

７
９
８
１

２
４
８
６

，
，
，
９

１
１
１
２

｜川
６
８

２
３
●
●

１
１

開線当初費用

電話回線権利費用

開線工事費

国際電話工事費

ＦＡＸ工事費

一
元
一
元
一
元
一
九

０
０
０
０

０
０
０
０

０
５
０
０

，
，
，

５
１
１

月間費用

電話基本料金

ＦＡＸ基本料金

＋通話料

一
元
一
元

０１
０９３

日本との国際電話のおよその通話料 12.2元/分
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公衆電話については，日本のようなコイン式やカード式の電話は，外国人

が利用するホテルや空港などにしかない。一般の中国人は，町中にある「公

用電話」というものを利用する。これは，家庭に設置するようなごく普通の

電話機を店先などに置いたもので，店員が通話時間を計測し料金を徴収して

いる。この電話は，市内通話は自動でつながるが，長距離通話は交換手を呼

び出す必要がある。中国ではコイン式の公衆電話は，壊されてお金を盗まれ

るケースが多いため，この公用電話が普及している。郵電部では，現金を扱

わないカード式の公衆電話をこれから普及させようとしている。

２．２テレックスとデータ通信

中国では1973年に国内テレックスサービスが開始され，その後，各省都及

び沿海都市ではテレックス自動交換機及び集線装置が次々に導入されてきた。

しかし，ＦＡＸの登場で，新聞社や通信社を除き，テレックスの利用は減っ

てきている。1993年末の中国のテレックス加入者は1.6万人（対前年比13.2％

増)，通信数は680.8万通（対前年比0.8％増）で，そのうち，国際および香港，

マカオは298万通（対前年比9.7％減）である。

一方，ＦＡＸ通信は急増しており，1993年の利用数は，270.6万通（対前年

比58％増)，そのうち，国際および香港，マカオは74万通（対前年比35.8％）

であった。

なお，1994年10月22日に，ＤＤＮ（DigitalDataNetwork）が完成，デー

タ回線の公開が行われた。これは通信社が利用するだけでなく，自動決済や

コンピュータ通信が可能になるため，金融，商社などの企業利用も大幅に伸
びていくと期待できる。

２．３移動体通信

移動体通信とは，交換機と端末機の問を無線によって行うものであり，呼

び出しや簡単なメッセージを送るポケットベルと通話可能な移動電話がある。

さらに，移動電話には，電波の比較的強い自動車電話や，持ち運べて車や列

車の中からでも使える携帯電話，回路を単純にして軽量でコンパクトなＰＨＳ

などがある。現在の中国では，ポケットベルと携帯電話が利用可能となって

９



金沢大学経済学部論集第16巻第１号１９９５．１２

いる。

２．３．１ポケットベル

1984年に広州市，上海市で試行して以来，急速に普及しており，特に最近

３年間の伸びは前年比２～2.5倍となっている｡1993年のポケットベル加入者

は341.4万増加し，561.4万加入に達した。1993年10月末までで見ると，全国

の1,709の都市で業務が開始されており，これは全国の市・県の74％を占め

ている。とりわけ，遼寧省，吉林省，黒龍江省，江蘇省，漸江省，安徽省，

福建省，山東省，河南省，湖北省の10省は，省内の全部の市・県でポケット

ベルが利用可能となっている。

さらに，1994年９月現在では1,000万加入を突破している。

２．３．２携帯電話

1987年にサービスが開始され，電話網（有線）の基盤整備が遅れている中

国では，無線による移動電話が急速に普及している。1993年末の全国での利

用数は63.8万加入に達し，1992年の3.6倍となった。特に，福建省，山東省，

断江省，江蘇省，湖北省，吉林省，黒龍江省では省内ネットワークが完成し，

1994年９月末では，800の都市で利用が可能となり，120万台の加入となって

いる。

なお，沿海都市部では香港の影響を受け，移動電話が早くから普及してい

るが，急速な経済発展に情報通信基盤の整備が追いつかない状況にあり，回

線数が少ないことから，通話の待ち時間が長いといった問題が生じている。

２．４伝送路

伝送路を通じた通話は長距離通話となるが，全体の通話量の内の長距離通

話量の比率は，1990年の32.9％から1993年には42.9％に高まっている。この

増加は，国内・国際及び香港マカオとの通話が頻繁になってきたことが主た

る要因である。表５に示すように，1993年の長距離通話の回線数は，４２万回

線に達し，その通話数は，50.7億コール（対前年比76.4％増）となっている。

その内,国際及び香港・マカオとの通話は２億9,759万回であり,対前年比43.8％

－１０－
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表５長距離通話回線数および長距離通話業務量

増という高い伸びとなっている。

この長距離通話を支える伝送路は，同軸ケーブル，光ファイバー，マイク

ロ波，衛星通信などが利用されており，これらの現状を次に述べる。

２．４．１同軸ケーブル

国内長距離通信の伝送手段は，長い間，裸線によってきたが，裸線は容量

が小さく，伝送の質も劣り，災害にも弱いことから，1970年代から平衡対ケー

ブル，同軸ケーブルに，さらに90年代に入ってからは光ファイバーケーブル

に置換されつつある.

主な中規模同軸ケーブルの設置状況は,1976年に北京～上海～杭州(1,700km)，

1986年に北京～武漢～広州間（2,700km）に，それぞれ1,800回線の中規模同

軸ケーブルが開通し,4,380回線の中規模同軸ケーブルも部分的に開通してい

る。この結果，1993年末現在の中規模同軸ケーブルの全長は6,727kmとなった。

２．４．２光ファイバーケーブル

ここ数年は光ファイバーの敷設が積極的に進められている。これは光ファ

イバーの製造コストが低減してきたことと，敷設工事費用が同軸ケーブルの

敷設と大して変わらず，さらに多数の回線数を確保できるためである。中国

で研究・製造された光ファイバーは，約40の都市の市内電話中継システムと

幾つかの地域の長距離幹線通信システムに実用化されており，1993年末現在

の光ファイバーの全長は，38,666kｍ（対前年2.7倍）に達している。光ファイ

バーケーブルは，1991年から1995年までの第８次５カ年計画中に総延長約３

－１１－
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図３中国の光ファイバーケーブル主要ルート（参考文献(1)より）
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万kmの整備を行うことになっている。こうして整備される光ファイバーケー

ブルの主要ルートを示したものが図３である。

なお，日本の円借款により建設された，中国最長規模の光ケーブル敷設で

ある，北京～藩陽～ハルピンルート（全長4,709km）は，1993年９月に着工，

僅か80日で完成させている。

また，光ファイバーは国内の伝送路だけでなく，衛星通信とともに，海底

ケーブルとして海外との伝送路にも利用されている。中国と日本を結ぶ海底

ケーブルは1976年に同軸ケーブルとして敷設（480回線）されていたが，１９９３

年12月新たに宮崎と中国の南江を結ぶ,回線容量7,560回線(64Ｋbps）の「日

中海底光ケーブル」が運用を開始した。

２．４．３マイクロ波

中国は国士が広大なため，地形を考慮しなくても，一度の設備投資で多数

で広域な回線を確保できる，マイクロ波通信と衛星通信の無線伝送方式にも

力を注いでいる。マイクロ波伝送路は，1993年末現在６万4,368kｍ（対前年比

18.3％増）で，その内，ディジタル・マイクロ波伝送路は３万6,974kｍ（対前

年比41.7％）である。北京～上海間のマイクロ波伝送路は1990年に稼働した。

２．４．４衛星通信

1974年前半には北京と上海に衛星通信地上局が設置され，更に1986年には

北京，ラサ（チベットの首都)，ウルムチ，広州を結ぶ国内衛星通信網が完成

した。

衛星通信は，広大な国士を持つ中国に最も適した伝送方式の一つであり，

1984年から1990年末までに，５つの実用通信衛星を自前のロケットで打ち上

げ，通信網を構築している。

これにより，1986年までに，北京，上海，広州，フフホト，ウルムチ，ラ

サの６都市に地上局を設置し,さらに,1993年までに14局の地上局を建設した。

また，小型地球局（ＶＳＡＴ）を利用した衛星通信ネットワークの構築も

急ピッチで進められている。現在，中国全土で稼働中のＶＳＡＴは３千局以上

に達しており，2000年には１万局を超えると予想されている。

－１３－
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国際衛星通信では，北京に３局，上海に１局の地球局が設置されている。

北京のうち２局及び上海の１局は，太平洋上のインテルサット衛星を使って

運用されており，運用開始の最も早いものは1973年からである。また，北京

の残り１局は，1981年からインド洋上のインテルサットを用いてサービスを

提供している。

、外国の情報通信企業の進出状況

情報通信事業はインフラ事業であり，一般的にはこれを他国に頼ると国の

根幹を牛耳られる可能性があり，‘情報通信事業を外国企業に委ねることは危

険である。中国でも情報通信事業への外国企業の進出は出来なかった。しか

し，急速な経済発展のためインフラ整備の必要性に迫られたこと，‘情報通信

技術の急速な技術革新に追従していく必要が出てきたことなどの理由により，

徐々に開放し始めている。

先に述べたように中国郵電部の役割は行政にシフトし，事業は地方郵電部

へ権限を委譲している。このため，外国の情報通信企業はこれまでのように

国家計画委員会や郵電部だけでなく，地方郵電管理局と結び付くようになっ

てきている。表６は近年，借款によって情報通信機器の提供を行った国と中

国の都市との関係を示したもので，近年こうした外国の1情報通信企業と地方

都市のとの契約が急速に増えている。

表６借款によって機器提供をした国と中国の都市
（参考文献(１，のデータより作表）

－１４－

国 援助している省

カナダ 江西省，河北省，映西省，山西省

スペイン 湖北省，漸江省，山西省

スウェーデン 広東省，遼寧省

ドイツ 山東省

フィンランド 福建省

フランス 北京市

イタリア 上海市

オーストラリア 漸江省，寧波市
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１．欧米企業の進出

日中友好条約に基づき，日本企業はいち早く，中国の1情報通信事業の支援

を行い，市場占有率では大きく他国を引き離していた。しかし，こうした外

国企業の積極的な進出により，図４に示すように，９１年度末に約40％あった

日本企業の市場占有率が，９２年度末には約20％程度まで低下している。特に

アルカテル系の上海ベルの工場の操業がフル稼働になり大幅にシェアを延ば

している。

図41991年度，1992年度の情報通信の市場占有率

（参考文献(12)のデータより作図）

司

四jII省成都市ｌＡＩｄ

百IJR

(韓国)〕

〕

Ⅲ目掴

ケーションズ（英)〕
・リーテイアン・ディベロップメ
ント（シンガポール)〕

中国で電話交換機を生産している外資系企業（参考文献(13)より）図５
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また，図５は，中国国内で電話交換機を生産している外資系企業を示してい

る。改革開放が進んでいる上海市に多くの企業が集まってきている。しかし，

進出の容易さではなく，長期戦略に基づく工場立地もある。例えば，ＮＥＣ

は北京市の西１時間ほどのところに半導体工場を持っており，現在は行って

いないが，将来，ここから天津市の交換機工場へ部品供給する計画を持って

いる。また，ＡＴ＆Ｔは青島の他，四川省にも交換機工場を持っている。こ

れは中国全土への供給を考えたとき，物流を考え地理的中央に配したと考え

られる。

２．韓国企業の進出

韓国は，回線数が2,000万回線を超え，世界第８位の通信施設保有国になっ

た。電子式交換機ＴＤＸの開発にも成功しており，現在これを国内利用だけ

でなく，海外へ輸出している。また，1995年には放送と通信のいずれにも使

える衛星を打ち上げ，国際通信にも利用しようとしている。

韓国の情報通信企業は，一般通信事業者として韓国通信とＤＡＣＯＭの２

社，特定通信事業者としては，韓国移動通信，韓国港湾通信，新世紀移動通

信の３社がある。また，研究機関としては，通信開発研究院，韓国電子通信

研究所などがある。

韓国の情報通信企業の海外進出は，ＴＤＸ交換機の輸出を軸に行われてお

り，輸出対象国の通信網や通信システムの設計，そうした技術者の養成，現

地の様々な利用環境の相違に対するＴＤＸ交換機の改良，導入時の資金援助

を行っている。また，ベトナム，フィリピン，インドネシアの諸国は通信網

の近代化や通信事業の民営化を計っており，こうしたビジネスチャンスに韓

国企業が進出できるように，ウルグアイ・ラウンドなどを通して政府として

交渉を続けている。

韓国の情報通信企業の中国への進出は，1992年の北京での情報通信機器の

展示会に韓国通信とＤＡＣＯＭ社が出展して以来，表７に示すような合弁企

業設立や海底ケーブルの共同事業の契約が結ばれ，急速に進んでいる。

これは，韓国の技術レベル，資金力が世界進出可能なレベルになってきた

ことと，朝鮮民族が中国国内にかなりいることが，こうした進出を活発化さ

－１６－


















